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要 旨

産業連関表を用いた CO２排出量の推計方法を千葉県に適用し，千葉県の CO２排出構造
等について検討した。その結果を下記に示す。
�千葉県の活動に伴い直接，間接に排出される量は１億４，０８３万 tCO２であり，エネルギー
消費に基づく直接排出量７，８８７万 tCO２の１．８倍であった。
�千葉県民の消費活動に伴う排出量は千葉県の活動に伴う総排出量の２１．９％であり，全体
の５７．６％は移輸出分であった。
�千葉県は県外需要によって県内で排出する量が県内需要によって県外で排出する量より
多い，つまり CO２排出を他地域に代わって引き受けていることが示された。
�削減の試算においてもっとも効果があったのは，原単位削減，需要抑制ともに電力部門
であった。

1. は じ め に

現在，われわれの周囲にはさまざまな環境問題

があるが，地球温暖化問題は影響が深刻で対策が

急がれる問題といえる。２００５年２月に発効した

「京都議定書」の中で日本は温暖化ガス排出量を

１９９０年比で６％削減することが課せられている。

温暖化対策は国として取り組むべき重要な課題で

あるが，地方自治体においても実状，実態にあわ

せた対策を取ることが望まれている。温暖化防止

を効果的に進めるには，排出実態の把握と効果的

な対策が必要である。直接的に排出している産

業，運輸部門等への対策は重要であるが，一方，

これらの部門の排出を誘発している部門への検討

も必要である１，２）。

本稿では産業連関表を用いた CO２排出量の推

計方法３，４）を千葉県に適用し，需要に基づく排出

量の推計を試み，排出構造などについて検討し

た。今回使用する産業連関表等の資料３，５）は１９９５

年のものであるが，千葉県県民経済統計６）によれ

ば２００２年時点でも千葉県の産業構造に大きな変化

はなく，排出構造に主眼をおく検討においては問

題ないと考えている。

2. 方 法
2.1 推 定 方 法

産業連関表を用いた CO２排出量の推計方法は

南齋ら３）の方法に準じた。産業連関表によって推

計される排出量としては直接的エネルギー消費に

基づく排出量（直接排出量とする）と，最終需要に

より誘発される排出量で移輸入を含む排出量（総

排出量とする），移輸入に関する投入を除いた排

出量（県内排出量とする）の３種類がある。
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なお，ここで言う最終需要とは民間消費支出，

一般政府消費支出，投資（県内総固定資産形成＋

在庫純増）等の県内最終需要に輸出，移出（国内へ

の販売）を加えたものを指す。また，移輸入とは

輸入および移入（国内からの購入）を指す。
（1）直接排出量＝Σ（各部門生産額×di）＋直接燃焼

分注）

di（直接排出原単位）：iは各産業部門を示す。

各部門における生産額１単位（１００万円）当たりの

CO２排出量（tCO２）。各部門における直接的エネル

ギー消費に基づく CO２排出量を推計し，当該部

門の生産額で除して求める。千葉県も含め地方自

治体は他自治体との間の財・サービスの取引きが

多いことから，直接排出原単位は県独自より全国

ベースの原単位を用いることが妥当であると考

え，2.2に示した資料 bに掲載されている値を用

いた。
（2）総排出量＝Σ（各部門最終需要額×Eti）＋直接

燃焼分

Eti（総排出原単位）：Eti＝di・（I－A）－１

A：投入係数行列，I：単位行列

diを元に千葉県産業連関表の投入係数を用い

て原単位を求めた。輸入分については，誤差が大

きいと考えられるが，今回は輸入分も日本と同じ

として考えた。
（3）県内排出量＝Σ（各部門最終需要額×Edi）＋直

接燃焼分

Edi（県内排出原単位）：Edi＝di・｛I－（I－M）A｝－１

；I，Aは�同じ。
M：移輸入係数行列。部門 iの移輸入係数（移輸

入額／生産額）を対角成分とする対角行列。

県内排出原単位は移輸入に関して投入された分

については算入されておらず，県内において排出

された量を最終需要各項目に割り振ったものにな

る。
2.2 資 料

推計に際し使用した資料を以下に示す。今回

は，資料 bに全国表３２部門に対応した係数が公

表されており，これに合わせて千葉県産業連関表

３４部門表を３２部門に統合して推計を行った。

a 平成７年千葉県産業連関表３４部門表５）

b 産業連関表による環境負荷原単位データブッ

ク（３EID）３），国立環境研究所地球環境研究セン

ター

3. 結 果
3.1 最終需要項目別排出量

千葉県における総排出量は１億４，０８３万 tCO２，

県内排出量，直接排出量は７，８８７万 tCO２であっ

た。千葉県はその活動によって，エネルギー消費

等によって直接排出している量の１．８倍の量を誘

発していることになる。総排出量，県内排出量に

おける需要構成を見ると，総排出量では県内需要

分が３７．３％（直接燃焼分を加えると４２．４％），移輸

出分が５７．６％と移輸出分が多い。県内排出量では

県内最終需要分は２３．８％（直接燃焼分を加えると

３３．０％），移輸出分は６７．０％であった。このよう

に千葉県は他国，他県からの需要に応えるため，

県内需要に基づくよりも多くの CO２を排出して

いる。

また，県内最終需要の内訳では民間消費支出が

もっとも高く，総排出量で２１．９％，県内排出量で

１６．５％は家庭等における消費行動に基づくもので

あった。直接燃焼分は７２２万 tCO２あり，この分

を民間消費と考えると，その割合は総排出量では

２７．０％，県内排出量では２５．６％となった。一方，

最終需要額における構成をみると県内需要分が

６０．２％と県内需要分が多く，総排出量，県内排出

量と逆の構成になっていた。これは千葉県の主要

な産業である鉄鋼，化学製品などが素材型産業で

ありエネルギーを大量に消費するため単位需要額

当たりの排出量が多いこと，およびこれらの産業

は県内需要より移輸出需要による排出量が多いこ

とによると考えられる。
3.2 各産業部門別の排出量

各産業部門別の排出量について，次のように分

類し検討した。①自部門排出量：ある部門が需要

に応じるため，その部門において生産することに

注）直接燃焼分は，最終製品としての石炭・石油製品，都市ガス等の燃焼により発生する CO２量について求めるもの
で，家庭におけるこれら製品の燃焼に基づく排出量に当たる。この排出量については資料 bに記載された値を下記
のように案分して求めた。
直接燃焼分＝千葉県家計消費額／全国家計消費額×全国直接燃焼分
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伴い排出する量。県内排出係数の列和に対する自

部門の排出係数の割合を県内排出量に乗じて算

出３）。②県内誘発量：県内排出量から自部門排出

量を引いたもの。ある部門の生産に投入される他

部門の製品等の生産に伴い県内で排出する量。③

県外誘発量：総排出量から自部門排出量，県内誘

発量を引いたもの。ある部門の生産に投入される

他部門の製品等の生産に伴い県外で排出する量。

①～③について，さらに県内需要，移輸出需要に

区分した。直接燃焼分についても１部門として追

加し，表 2に部門別の分類別排出量等を示した。
（1）直接排出量，県内排出量，総排出量の部門別

排出量

部門別に見ると直接排出量，県内排出量ともに

化学製品，石油石炭製品，鉄鋼，電力・ガス・熱

供給（以下，電力と略す），運輸部門および直接燃

焼分が多く，いずれも５００万 tCO２を超えていた。

中でも鉄鋼，電力部門は１，０００万 tCO２を超えて

いた。県外での排出量を含めている総排出量で

は，５００万 tCO２を超える部門は食料品，化学製

品，石油石炭製品，鉄鋼，電気機械，建設，電力，

運輸，対個人サービスの９部門および直接燃焼分

であった。１，０００万 tCO２を超える部門は化学製

品，鉄鋼，建設，電力，運輸の５部門であり，こ

の５部門で県全体の排出量の５１％を占めた。

分類別に見ていくと，自部門排出量が５００万

tCO２を超えているのは化学製品，石油石炭製品，

鉄鋼，電力，運輸部門および直接燃焼分であり，

これらの部門は総排出量に対する自部門の割合が

化学製品の４０％を除き５０％以上であった。このよ

うに直接排出量が多い部門は自部門での排出率が

大きいことが分かる。

被誘発量（直接排出量－自部門排出量）は県全体

でも１，９００万 tCO２と少なく，自部門排出量の３０％

程度であり，電力部門が県全体の５０％近くを占め

ていた。県内誘発量は被誘発量と同様に県全体で

１，９００万 tCO２程度と少なく，もっとも多いのは

建設部門の２３０万 tCO２であり，５００万 tCO２を超

える部門は無かった。総排出量に対する県内誘発

量の割合も全体で１３．３％と小さいものであった。

県外誘発量は化学製品，鉄鋼，建設，運輸の４

部門が５００万 tCO２を超えていた。全体では６，２００

万 tCO２と県内誘発量の３倍もあり，自部門排出

量よりも多く，総排出量の４４％を占めた。

移輸出需要と県内需要の構成を総排出量につい

て見た。全３３部門の約半数に当たる１６部門が移輸

出需要率５０％以上であり，９０％以上の部門は鉱

業，化学製品，鉄鋼など６部門あった。総排出量

が１，０００万 tCO２以上の部門を見ると，鉄鋼部門

は９９．７％，化学製品部門も９２％と総排出量のほと

んどが移輸出需要であった。一方，建設部門は移

輸出需要はなく，すべてが県内需要であった。電

力部門は発電量の約５０％を他県へ供給している関

係から，移輸出需要がほぼ半分（４８．５％）となっ

た。運輸部門は成田空港，千葉港などの運輸拠点

があることから，移輸出需要率が６１．７％と県内需

要率より高くなった。総排出量全体としては３．１

でも見たように移輸出需要が５７．６％を占めた。
（2）直接排出量と県内排出量および総排出量の比較

直接排出量と県内排出量を比較し，県内排出量

が多ければ，その部門は直接的なエネルギー消費

によって排出する量より多くの排出量を県内に誘

表 1 最終需要項目別排出量

民間消費
支出

県内総固
定資本形
成（公的）

県内総固
定資本形
成（民間）

その他
県内最終
需要計

輸 出 移 出
最終需要
計

直接燃焼
分

総 計

需要額（億円）１３０，５８２ １３，５００ ４４，９５０ ３０，１４６ ２１９，１７８ １９，３６７ １２５，６４８ ３６４，１９３ ― ３６４，１９３
％ ３５．９ ３．７ １２．３ ８．３ ６０．２ ５．３ ３４．５ １００．０ ― １００．０

総誘発排出量 ３，０８１ ３８０ １，２２３ ５６８ ５，２５３ １，１５５ ６，９５３ １３，３６１ ７２２ １４，０８３
％ ２１．９ ２．７ ８．７ ４．０ ３７．３ ８．２ ４９．４ ９４．９ ５．１ １００．０

県内排出量 １，２９９ ９５ ２３０ ２５５ １，８７９ ７４５ ４，５４１ ７，１６５ ７２２ ７，８８７
％ １６．５ １．２ ２．９ ３．２ ２３．８ ９．４ ５７．６ ９０．８ ９．２ １００．０

直接排出量 ― ― ― ― ― ― ― ７，１６５ ７２２ ７，８８７

その他：家計外消費支出，一般政府消費支出，在庫純増の合計。排出量の単位は（万 tCO２）
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表
2
部
門
別
分
類
別
排
出
量（
万

tC
O

2）

部
門

直
接

県
内
排
出

総
誘
発

自
部
門

被
誘
発

県
内
誘
発

県
外
誘
発

総
誘
発
に
対
す
る
割
合（
％
）

県
内
需
要

移
輸
出

需
要

計
県
内
需
要

移
輸
出

需
要

計
県
内
需
要

移
輸
出

需
要

計
県
内
需
要

移
輸
出

需
要

計
自
部
門
率

県
内

誘
発
率

県
外

排
出
率
移
輸
出

需
要
率

農
林
水
産
業

７８
７０

１６
８

１５
４０

５５
６

１７
２３

４
１１

１６
６４

３３
９８

３２
．４

９
．４

５８
．２

５０
．３

鉱
業

４
７

１３
０

２
２

０
２

２
０

５
５

０
６

６
１６
．５

３７
．７

４５
．８

９８
．０

食
料

品
６７

１７
１

６５
２

１５
４９

６４
１

２
３

２４
８２

１０
７

２９
１

１９
０

４８
１

９
．８

１６
．４

７３
．８

４９
．４

繊
維

製
品

６
１１

１０
０

０
６

６
０

０
０

０
５

５
７５

１４
８９

６
．０

５
．１

８９
．０

２４
．９

パ
ル
プ
紙
木
製
品

３９
４８

１３
２

１
３１

３２
０

７
７

１
１６

１６
３３

５１
８３

２４
．３

１２
．４

６３
．４

７３
．６

化
学

製
品

５６
０

７２
７
１
，２
７７

１８
４８
７

５０
５

２
５３

５５
８

２１
４

２２
２

７６
４７
３

５５
０

３９
．６

１７
．４

４３
．１

９２
．０

石
油
石
炭
製
品

６２
１

５８
２

８３
９

２４
５１
２

５３
６

４
８１

８５
２

４４
４６

８６
１７
２

２５
８

６３
．９

５
．５

３０
．７

８６
．６

窯
業
土
石
製
品

４０
０

３３
９

４２
７

５
３０
０

３０
４

１
９４

９５
１

３５
３５

１７
７０

８８
７１
．３

８
．２

２０
．５

９４
．７

鉄
鋼

１
，６
３２

１
，５
２４

２
，１
６５

２
１
，３
７７

１
，３
７９

０
２５
３

２５
３

０
１４
５

１４
５

３
６３
８

６４
１

６３
．７

６
．７

２９
．６

９９
．７

非
鉄

金
属

１６
２２

４６
０

１２
１２

０
４

４
０

１０
１０

０
２４

２４
２６
．０

２１
．９

５２
．１

９９
．５

金
属

製
品

２０
１７
７

３９
５

０
１７

１８
０

３
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発していることになる。このような部門としては

対個人サービス，商業，医療保険などの市民生活

に関連する部門や，金属製品，一般機械，電気機

械，輸送機械，精密機械などの製品を最終需要に

供給する製造部門および建設部門があげられた。

一方，鉄鋼，電力，運輸部門などの直接排出量が

多い部門では，県内排出量が小さくなっていた。

これは，鉄鋼などの部門は他部門に誘発するよ

り，他部門から誘発されて排出する被誘発量が多

いためである。

総排出量と直接排出量の比較は，県外も含めて

間接的に排出している量を知ることができる。直

接排出量と県内排出量との比較と異なり，電力部

門以外は総排出量が多い結果となった。電力部門

は直接排出量の方が多いが，これは前述のように

被誘発量が非常に多いことによる。直接排出量と

総排出量の差は潜在排出量と言え，５００万 tCO２

を超えたのは食料品，化学製品，鉄鋼，電気機械，

建設，対個人サービスであった。食料品，電気機

械，建設，対個人サービス部門は直接排出量が１００

万 tCO２以下であることから，これらの部門は直

接排出量の３倍以上の潜在排出量を排出している

ことになる。
（3）排出量の県際構造

県際構造とは県外との収支を指すが，ここでは

移輸出需要によって県内で排出している量（自部

門排出量の移輸出需要分＋県内誘発量の移輸出需

要分，以下「県外→県内」と略記）と，県内需要

によって県外で排出している量（県外誘発量の県

内需要分を指す。以下「県内→県外」と略記）の

収支について検討した。「県外→県内」および「県

内→県外」について部門別に「県内→県外」をマ

イナス表示として図 1に示した。収支を見ると，

マイナスとなる部門すなわち「県内→県外」の方

が多い部門が２０部門あった。収支が－１００万 tCO２

以上の部門は，食料品，商業，医療・保健・社会

保障，対個人サービス部門などの市民生活に関連

の深い部門および一般機械，電気機械，輸送機械，

建設部門であった。「県外→県内」の方が多い部

門は１３部門と数は少ないが，量的には多く，収支

が１００万 tCO２以上を示したのは化学製品，石油

石炭製品，窯業土石，金属製品，電力，運輸と７

部門あり，化学製品，鉄鋼，電力部門は５００万

tCO２以上であった。これらの部門は移輸出需要

に応えるために県内において CO２を大量に排出

していると言えた。また，電力部門は県内需要と

移輸出需要はほぼ同じ割合であるが，排出は９０％

以上県内となっていた。全体としては千葉県は県

外の需要によって県内で排出する量が県内の需要

によって県外で排出する量より多い，つまり CO２

排出を他地域に代わって引き受けていることが示

された。

図 1 CO2排出の県際構造
県外→県内：移輸出需要によって県内で排出される量
県内→県外：県内需要によって県外で排出される量
収支：両者の差。県内排出分をプラス表示
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4. 排出量削減について

排出量削減を効果的に行うには，影響の大きい

部門への対策が必要である。各部門の削減が，全

体の排出量削減に与える効果について，排出源単

位を低減する方法と需要を抑制する方法により検

討した。原単位削減は省エネルギー技術・機器の

導入などによるエネルギー効率向上によって達成

されると考えられ，企業の努力によって実現する

部分が大きいと思われる。需要抑制は最終的には

市民一人ひとりの物品・サービスの購入抑制の努

力によって達成される部分が大きいと思われる。
（1）原単位削減による削減率の推定

各部門の直接排出原単位を１％削減した場合に

ついて，2.1に従い排出量を再計算して県内排出

量，総排出量の削減率を求め図 2に示した。削

減率は直接排出量が多い化学製品，石油石炭製

品，鉄鋼，電力，運輸部門で高く，もっとも効果

があったのは電力部門での削減であった。電力部

門の直接排出原単位を１％削減することで総排出

量の０．２２％，県内排出量の０．２７％が削減された。
（2）需要抑制による削減率の推定

ある部門の需要額を削減した場合，どれだけ生

産額が減少するかを産業連関分析７）で求め，その

生産額に直接排出原単位を乗じて求めた。１００億

円を削減した場合の削減率を図 2に示した。電

力部門の効果がもっとも大きく０．１５％（県内

０．２６％）で，次に鉄鋼部門の０．１２％（０．１５％）で

あった。なお，１００億円とは電力最終需要額５８１８

億円に対して１．７２％に当たる。原単位１％削減と

同様の０．２２％削減の効果をもたらすには，１４７億

円の減額が必要であり，これは電力の最終需要額

の２．５％，県内需要額の４．９％に相当する。

千葉県では製造業の多くが移輸出需要によって

排出を誘発しているため，県内の需要抑制という

県が県民，県内企業への協力要請できる範囲での

効果は小さく，移輸出需要を含めた他県，国との

共同の対策が必要であると考えられた。
（3）7％削減について

国の削減計画では排出量取引，森林吸収，京都

メカニズム等の活用により CO２の削減量は１９９０

年比０％としている。千葉県は１９９５年度において

１９９０度年比で７％増加しており，国の計画に従え

ば７％を削減すればよいことになる。上記試算結

果を参考に効果の大きい５部門に対して７％削減

に必要な削減率を求め表 3に示した。なお，対

象部門はケースによって異なる。総排出量の削減

では，対象５部門への最終需要を１４％削減する必

要があり，原単位削減では９％の削減が必要と

なった。県内排出量の場合は移輸出需要が変わら

ないとし，県内需要の抑制でのみ７％削減するに

は，県内需要を３８．４％と削減する必要があること

が示された。

千葉県での排出量削減を図るには削減効果から

考えると，電力，鉄鋼，運輸などの直接的にエネ

図 2 削減効果試算結果
需 要 削 減：ある部門に対し１００億円の需要を削減した場合の県排出量に対する削減率
原単位削減：ある部門の直接排出原単位を１％削減した場合の県排出量に対する削減率

報 文１６８

２０─ 全国環境研会誌



ルギーを消費する部門の排出原単位削減と，これ

ら部門に対する移輸出需要を含めた削減が必要で

あるといえる。

5. ま と め

産業連関表を用いた CO２の推計方法を千葉県

に適用し，千葉県における CO２排出構造につい

て検討した。その結果を下記に示す。

�千葉県の活動に伴い排出される総排出量は１億
４，０８３万 tCO２，直接排出量は７，８８７万 tCO２で

あった。千葉県はその活動によって，エネル

ギー消費等によって直接排出している量の１．８

倍の量を誘発していることになる。

�県民の消費活動に伴う排出量は千葉県の活動に
伴う総排出量の２１．９％程度であった。総排出量

の５７．６％は移輸出分であり，化学製品，鉄鋼等

の製造業は９０％以上が移輸出分であった。一

方，県内需要分が多い部門としては建設部門，

対個人サービス部門，直接燃焼分であった。

�直接排出量と総排出量の差は潜在排出量と言
え，食料品，電気機械，建設，対個人サービス

部門は直接排出量の３倍以上の潜在排出量を排

出していた。

�千葉県は県外需要によって県内で排出する量
が，県内需要によって県外で排出する量より多

い，つまり CO２排出を他地域に代わって引き

受けているということが示された。

�削減の試算結果よりもっとも効果があるのは，
原単位削減においても需要抑制においても電力

部門であった。

�千葉県においては，移輸出需要よる排出量が多
い，県内の需要抑制という自治体が県民，県内

企業への協力要請できる範囲での効果は小さ

く，移輸出需要を含めた他県，国との共同した

対策が必要であると考えられた。
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表 3 7％削減に必要な削減率と対象部門
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総排出量 最終需要 １４．０％ 化学製品 石油石炭製品 窯業土石製品 鉄鋼 電力
総排出量 原単位 ９．０％ 化学製品 石油石炭製品 鉄鋼 電力 運輸
県内排出量 県内需要 ３８．４％ 石油石炭製品 窯業土石製品 鉄鋼 電力 運輸
県内排出量 原単位 ８．８％ 石油石炭製品 鉄鋼 電力 運輸 直接燃焼分
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